
平成１４年８月

行 政 改 革 緊 急 ３ ヵ 年 実 施 計 画

平  成  １ ３  年  度  実  績  報　告　書

芦　　屋　　市



単位：千円

大区分 中区分 項目数 目標額（Ａ） 実績額（Ｂ） 差引（Ｂ)-(Ａ）

柔軟でスリムな行政システム １ 効率的な事務事業の推進 32 1,327,698 1,494,691 166,993

２ 組織・機構の簡素合理化 7 0 0 0

３ 適正な定員管理 2 64,000 263,679 199,679

４ 適正な給与制度 3 △ 500 5,335 5,835

５ 行政運営プロセスの改善 1 △ 100 0 100

６ 公営企業の経営健全化の推進 2 〔７００〕 〔220,860〕 〔220,160〕

小　　　計 47 1,391,098 1,763,705 372,607

市民との協力による行政システム １ 適切な市政情報の提供 4 △ 4,288 △ 1,050 3,238

２ 市民の行政参加システムの整備 3 0 0 0

３ 市民に分かりやすい行政手続きの推進 1 0 0 0

４ 公共的分野における民間との協働 5 0 0 0

小　　　計 13 △ 4,288 △ 1,050 3,238

主体性を発揮できる行政システム １ 職員の意識高揚と人材の育成 4 △ 3,300 △ 692 2,608

２ 総合行政・政策志向型の組織づくり 4 △ 7,000 △ 4,330 2,670

小　　　計 8 △ 10,300 △ 5,022 5,278

68 1,376,510 1,757,633 381,123合　　　計

行政改革緊急３ヵ年実施計画平成１３年度実績総括表
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行政改革平成１３年度実績報告（公表）.xls

柔軟でスリムな行政システム

１　効率的な事務事業の推進

ＮＯ 項　　目　　名 実施状況等 計画額 実績額 補　　足　　説　　明　　

1 補助金の見直し 18,326 10,554
・公社，財団等に対する補助金について１０％の削
減をする。

2 委託料の見直し 125,326 19,439
・公社，財団等に対する委託料について２０％の削
減をする。

3 公共工事コストの縮減 44,640 20,569
・工事の計画・設計等の見直し，工事発注の効率
化等，公共工事　コスト縮減に努める。

4 街路事業の見直し 109,000 100,384 ・山手幹線／川西線　５０，３８４
・山手幹線／川西線街路事業費の見直し。 ・稲荷山線／松浜線　５０，０００

・稲荷山線／松浜線整備事業の着手の延期。

5 狭隘道路整備事業の見直し 17,047 17,047 ・年間計画数を，22宅地から１３宅地までとする。

・事業費の見直し。

6 精道小学校の整備事業の延期 24,000 24,000 基本設計費
・平成１５年度事業開始，基本設計。

7 道路修景整備事業の見直し 30,000 27,140
・事業費の見直し。

8 ＪＲ芦屋駅南地区市街地再開発事業の見直し 735,000 985,043
・事業費の見直し。

9 市民センター改修整備事業の延期 30,000 30,000
・改修事業の延期

※ － は未実施又は金額換算が困難なもの
※〔　　〕は企業会計
※（　　）は内数

各種団体補助金を含め，全般的な経費節減を
図った。

公社・財団への業務委託について，業務内容の
再検討を行って経費の節減を図った。

「公共工事コスト縮減に関する芦屋市行動計画」
に基づき工事経費の縮減を図った。

山手幹線／川西線については，事業費の抑制に
努め，稲荷山線／松浜線は事業着手を延期し
た。

市への所有権移転を伴わない後退道路用地の
測量・分筆助成の見直しを行った。

平成１３年度事業開始を平成１５年度に延期し
た。

平成１３年度事業着工を延期した。

道路愛称表示板の単価見直し等により事業費の
縮減を図った。

改修計画の見直しを行った。

・都市整備公社 ２，２９３　     ・福祉公社 ５，６８１
・文化振興財団 △１，４４４  　・各種団体補助 ４，０２４

・都市整備公社 △１７，９０３     ・福祉公社 △４，６０６
・文化振興財団  ４１，９０８       ・国際交流協会 ４０

・平成13年度事業計画額　１，０１８，０００
・見直し後の額 　　  　　　　　　２８３，０００
・計画額　　　　　 　　　　　　　　７３５，０００
・再見直し後の額　　　　　　　　　３２，９５７

・当初事業費　　　　　８０，０００
・見直し後の事業費　５０，０００
・計画額　　　　　　　　３０，０００
・事業執行額　　　　　５２，８６０

計画額を見直し，平成１４年度に施工する。
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行政改革平成１３年度実績報告（公表）.xls

ＮＯ 項　　目　　名 実施状況等 計画額 実績額 補　　足　　説　　明　　

10 消防庁舎建設事業の延期 平成１４年度事業着手の延期を決定した。
0 0

・建設事業の延期

11 市営住宅の廃止統合 0 0
・市営住宅の整理統合を推進し，跡地の有効活用
を図る。

12 交通災害共済制度の廃止 0 △ 1,165
・任意保険の普及などによる社会環境の変化を踏
まえ共済制度を廃止する。

13 公共施設建設計画の見直し 100,000 100,000 用地費
・地区集会所建て替え事業の延期

14 図書館分室の見直し 平成１４年度に継続して取り組む。 ー ー
・２つある図書館分室を大原分室に統合することを
平成１５年度実施に向けて検討する。

15 自動車文庫の見直し ー ー
・自動車文庫の存続を検討する。

16 使用料，手数料の見直し ー 9,729
・他市の状況，社会経済情勢，受益者負担等の観
点から適宜見直しを行う。

17 公有財産の有効活用 0 38,200 三条町４１－１６　宅地　１８０．９４㎡
・公有財産の有効活用を推進するとともに，処分可
能な物件については売却する。

18 粗大ごみ収集の有料化 ー 2,872
・事前の申し込み制とし，有料化する。

19 留守家庭児童会有料化の検討 ー ー
・条例化を図り，有料化の方向で検討する。

20 広報紙広告欄の掲載の検討 ー ー
・広報「あしや」に企業広告の掲載を検討する。

平成１４年度末に廃止する。

発行規模，広告スペース，広告掲載応募企業等
が少なく，多くの収入が見込めないため，再検討
を要する。

有料化に伴う諸課題の解決に向け検討中。

・平成１３年度予定額　２，０００
・平成１３年度支出額　３，１６５
・差引額 　　　　　　　△１，１６５

平成1２年１２月条例制定，平成１３年１０月から
有料化を実施した。

・処理手数料　５，５６４
・事業経費　－２，６９２
・実績額　　 　 ２，８７２

平成１２年度末で制度を廃止済み。
２年間（平成１３年度～１４年度）の請求期限で見
舞金を支出。

住宅マスタープランの中で検討することとした。

当初計画
（平成１４年度２６０，０００　平成１５年度４０，０００）

・平成１２年度公募物件のうち，１件は１３年度に
売却した。
・新たに１２筆を選定し，平成１４年３月に公募を
実施した。

平成１３年度事業着手を延期した。

保育所保育料，高等学校入学金＆授業料，幼稚
園入園料＆保育料，建築確認手数料（１３年度
条例改正，１４年度施行）を改定し，初診時特定
療養費の新設を検討した。

・保育所保育料　７，６２９
・入学・入園料＆授業料・保育料　２，１００
・初診時特定療養費　平成１４年７月に実施した。
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ＮＯ 項　　目　　名 実施状況等 計画額 実績額 補　　足　　説　　明　　

21 美術品等購入の凍結 平成１３年度から購入を凍結した。
37,000 37,000 平成１３年度購入予定額　３７，０００

・美術品等について当分の間，購入を凍結する。

22 特別展の回数の縮減 0 0 平成１４年度から４回→２回に。
・美術博物館等で行う特別展の回数を縮減する。

23 社会教育施設の事業再委託の検討 ー ー
・社会教育施設での受付等の業務再委託の検討。

24 学校給食会の事務移管 ー 720 平成１４年度に全ての事務を移管した。
・学校給食会の事務を学校教育課に移管する。

25 庁舎清掃業務委託の簡素化 3,963 7,948 清掃体制 １１人→９人，窓清掃 ４回→１回／年
・庁舎清掃の頻度を見直し，年間契約額を低減さ
せる。

26 基準外繰出の抑制 平成１４年度以降継続して取り組む。
35,536 35,536

・企業会計への一般会計からの基準外繰出を原則
的に廃止する。

27 老人医療費公費負担助成の見直し ー 18,811 平成１２年度３，３１４人→平成１３年度 ２，７２９人
・県の所得基準の見直しに伴い市の基準も見直
す。

28 消防ポンプ自動車等の更新延長 5,500 5,500
・更新周期の延長。

29 イベント，フォー ラム，講演会等の整理 7,000 5,364
・市主催のイベント等については,当分の間原則廃
止とする。　継続する場合においても所管にとらわ
れず,共同開催など極力経費節減に努める。

30 市内バス停のゴミ収集の見直し 平成１４年４月実施に向け，準備を行った。
0 0 平成１４年４月に実施した。

・市内バス停のゴミ収集については，平成１４年度
から廃止の方向で検討する。

平成１４年度以降継続して取り組む。

車両更新年数を，車種により１～３年延長した。

地球家族会議，震災犠牲者追悼式を５年ごとに
開催することとした。

１３年度事業は既に進行済みであるため，１４年
度から縮減する。

・消防ポンプ車１５年→１６年
・高規格救急車１０年又は１０万キロ→１２年又は１０万
キロ
・その他車両１５年→１８年

平成１３年度は，一部の事務を移管した。

要員体制，清掃頻度の見直しを実施した。

平成１３年３月条例改正，同年７月１日に施行し
た。
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行政改革平成１３年度実績報告（公表）.xls

ＮＯ 項　　目　　名 実施状況等 計画額 実績額 補　　足　　説　　明　　

31 公用車の縮減 5,360 0 平成１４年４月に１台縮減した。
・公用車全体の調整を図り縮減する。

32 市税の前納報奨金の廃止 0 0
・市税の前納報奨金制度を廃止する。

２　組織・機構の簡素合理化

ＮＯ 項　　目　　名 実施状況等 計画額 実績額 補　　足　　説　　明　　

33 参事，主幹制度の適正化 ー ー
・参事，主幹制度を見直し，組織規模の適正化を図
る。

34 次長，課長補佐制度の適正化 ー ー
・次長，課長補佐制度を見直し，組織規模の適正
化を図る。

35 公社，財団等の見直 し ー ー
・公社，財団及び外郭団体間における組織・機構
の簡素合理化を推進するとともに，廃止・統合につ
いても検討する。

36 市立幼稚園の統廃合の検討 ー ー
・就学前児童をどのように育成していくかの総合的
検討を加える中で，市立幼稚園の統廃合を検討す
る。

37 幼保一元化の検討 ー ー
・就学前児童をどのように育成していくかの総合的
検討を加える中で，幼保一元化を検討する。

38 市立芦屋高校の存廃の検討 ー ー
・本市を取り巻く教育事情，財政状況等，総合的な
見地からその存続廃止について，平成１５年度を
目途に検討する。

39 市滞納金徴収プロジ ェクトの組織づくりの検討 ー ー
・市の税等の滞納金の情報を一元管理し，徴収効
率を向上する組織づくりを検討する。

組織のフラット化に向け，人事・給与制度上の課
題を引き続き検討していく。

公社・財団等に委託している業務を精査し，他の
民間への委託等により，組織のスリム化に引き
続き取り組む。

保健福祉部と教育委員会で協議を継続している。

芦屋市学校教育審議会の答申を尊重して，平成
１９年３月３１日で廃校とする教育委員会としての
方針をまとめた。

再任用職員の活用を含めて検討していく。

市内全体の就学前児童数，地区別就学前児童
数，通園距離等を精査し，総合的に検討を進め
ている。

平成１３年１０月１日条例改正，平成１４年４月１
日から制度を廃止した。

震災復興事業の進捗状況や行政改革による事
務事業の見直しの中で，引き続き検討していく。
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３　適正な定員管理

ＮＯ 項　　目　　名 実施状況等 計画額 実績額 補　　足　　説　　明　　

40 職員定数の見直し 64,000 263,679
新再任用制度が制度化されることに伴い，現行の
職員数とのバランスを図りながら定数の見直しを行
うとともに，技能労務職については欠員不補充を原
則とする中で，平成１5年度までに普通会計ベース
で5０人を削減する。

技能労務職の欠員を不補充とし，普通会計ベー
スで３３人を減員した。

①新規職員の採用抑制 （６４，０００） （２６３，６７９）

・当分の間，新規職員の採用等は抑制する。

②勧奨退職制度の見直し 平成１４年度以降継続して取り組む。 （０） （０）

・勤続年数，年齢を緩和。

・特別退職制度の実施。

③その他適正化 平成１４年度以降継続して取り組む。 （０） （０）

・校務職配置基準，保育職員数など定員の適正化
を図る。

41 公社，財団等への派遣職員の見直し ー ー
公社，財団自体の組織，運営の見直しの中で，派
遣人数，派遣形態，給与の負担等について総合的
に検討を進める。

４　適正な給与制度

ＮＯ 項　　目　　名 実施状況等 計画額 実績額 補　　足　　説　　明　　

42 人事評価システムの導入 △ 500 △ 391
・昇任，昇格，降格，昇給，延伸，勤勉手当，人事
異動，研修等に利用する。

43 勤勉手当等の見直し ー ー
・人事評価システムの導入等による見直し。

実施要領（案）を作成し，部課長を対象とした人
事評価考課者研修を２回実施した。

公社・財団等の見直しを行う中で，引き続き検討
していく。

新規採用１0人

１４年度研修訓練　１５年度試行　１６年度導入の予定。

人事評価システムの導入に併せ検討する。
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ＮＯ 項　　目　　名 実施状況等 計画額 実績額 補　　足　　説　　明　　

44 給与水準の抑制 ー 5,726
・国の給与体系等を参考にして検討する。

①昇給制度の見直し

・５５歳昇給停止。

②給料表の見直し

・給料表の改善。

③管理職手当減額。 （２，４１９）

・当分の間，５％～１０％削減

④時間外勤務の上限設定

・月間時間数の上限を設定。

⑤旅費の見直し

・日当，宿泊料，食事料の見直し。

（３，３０７）

５　行政運営プロセスの改善

ＮＯ 項　　目　　名 実施状況等 計画額 実績額 補　　足　　説　　明　　

45 文書事務の合理化の推進 △ 100 0
・庁内ＬＡＮや行政事務用パソコンの活用拡大を図
り，文書の作成から保存，検索，廃棄までを一体的
に電子化，ネットワーク化，データベース化を検討
するとともに，紙の使用量削減に努める。また，今
後の情報公開に対応した文書管理のあり方につい
ても検討する。

⑥　３，３０７（平成１３年１２月～平成１４年３月）
・課長職以上の職務加算の減額　２，２９１
・三役及び教育長　１，０１６

④時間外勤務の上限設定は検討中。時間外勤
務の縮減については，助役通達を通して徹底を
図っている。

現行の文書取扱規程及び文書分類表の見直し
について検討中。なお，電子文書管理システム
については，多額の費用を要するため平成１５年
度以降に延期した。

⑤検討中

⑥その他
・課長級以上職員の期末・勤勉手当の職務加算を，平
成１３年１２月期から平成１６年３月期まで減額する。
（部長級７％，次長級６％，課長級６％）
・３役及び教育長の給料月額，調整手当を平成１４年１
月から平成１６年３月３１日まで減額する。
（市長７％，助役５％，収入役及び教育長３％）
・３役及び教育長の期末手当の職務加算を，平成１３
年１２月期から平成１６年３月期まで７％減額する。

③　２，４１９（平成１４年１月～３月）
（平成１４年１月～平成１６年３月の見込み額　２１，７７０）

③課長級以上職員を，平成１４年１月から平成１
６年３月３１日まで減額する。（部長級７％，次長
級６％，課長級５％）

①昇給停止年齢の引下げ（５８歳→５５歳）を職
員団体に提案し交渉を継続している。

②国に準じて給与改定を見送った。
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６　公営企業の経営健全化の推進　

ＮＯ 項　　目　　名 実施状況等 計画額 実績額 補　　足　　説　　明　　

46 水道事業の経営健全化 〔700〕 〔220,860〕
①料金改定の実施 ①平成１３年４月１日に料金改定を実施した。 （－） （２２０，９１２） ①平均改定率２３．５９％

・財政計画を策定し，それに基づいて料金改定の
実施を検討。

②時間外勤務手当の縮減 （７００） （△５２） ②平成１４年度は，上限を月３０時間に変更した。

47 病院事業の経営健全化 〔 0 〕 〔 0 〕
①医薬分業の実施 ①薬価差益を勘案しながら引き続き検討する。 （０） （０）

・医薬分業の実施にむけて引き続き検討する。

②給食業務の民間委託 （０） （０） ②平成１４年４月から普通食の民間委託を実施した。

・治療食は院内調理し，後は委託化する。

市民との協力による行政システム

１　適切な市政情報の提供

ＮＯ 項　　目　　名 実施状況等 計画額 実績額 補　　足　　説　　明　　

48 市政情報の内容の改善 ー ー
・市民の求める市政情報を的確に把握し，読む側
の視点に立ったわかりやすい表現に努める。

49 情報統括センター設置の検討 ー ー
・市民と行政あるいは市民間で情報交換ができる
地域情報のあり方を研究するとともに，それらの基
幹となる情報統括センターの設置を検討する。

50 公文書公開条例の見直し △ 900 △ 1,050
・社会経済情勢の変化に呼応した情報公開条例を
策定すべく，現在の公文書公開条例の点検を行
う。

51 図書館開館時間の延長 平成１４年度以降継続して取り組む。
△ 3,388 0

・市民サービスの観点から，祝日を開館日とし，開
館時間の見直しを行う。

②三六協定により年間１５０時間，月４０時間の
上限を設定した。

②平成１４年４月実施に向け具体的な検討を
行った。

見出し，レイアウト，行間等の工夫により，読む側
の視点に立ったわかりやすい表現とタイムリーな
情報提供に努めた。広報テレビについては，市
民が参画した番組制作をより進めるため，市民リ
ポーター，市民企画スタッフを増員した。

国の情報公開法を参考に見直しを行い，平成１４
年３月に新たな情報公開条例を制定した。

情報統括センターの機能のあり方について検討
中。
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２　市民の行政参加システムの整備

ＮＯ 項　　目　　名 実施状況等 計画額 実績額 補　　足　　説　　明　　

52 地区懇談会の再開の検討 ー ー
・市民の声をより一層市政に反映させるため，中断
している地区懇談会を再開を検討する。

53 パブリックコメント制度の研究 平成１４年度以降継続して取り組む。
ー ー

・重要な政策立案の際には，その趣旨や原案等に
ついて広く市民から意見を求める「パブリックコメン
ト制度」について研究する。

54 審議会等付属機関への女性登用の推進等 ー ー
･委員の選任方法を見直し，一般市民からの公募
の実施をより一層推進するとともに，女性登用を促
進するため，その目標比率を芦屋市男女共同参画
行動計画の中で検討する。

３　市民に分かりやすい行政手続の推進

ＮＯ 項　　目　　名 実施状況等 計画額 実績額 補　　足　　説　　明　　

55 ワン･ストップ･サービス実施の検討 ー ー
･手続きの簡素化による申請時の負担軽減を図る
とともに，市民サービスの向上と処理の迅速化を一
層推進させるため，ワン･ストップ･サービスの実施
について検討する。

４　公共的分野における民間との協働

ＮＯ 項　　目　　名 実施状況等 計画額 実績額 補　　足　　説　　明　　

56 駅前保育所の誘致の検討 ー ー
･就学前児童をどのように育成していくかの総合的
検討を加える中で，民間活力の導入による駅前保
育所の誘致について検討する。

57 ボランティアネットワークの推進 ー ー
･市内のNPOやボランティア団体のネットワーク化
を推進し，持続的，安定的な組織として発展し，ま
ちづくりに寄与できるよう，その活動の支援をすると
ともに，各分野において具体的な協働を推進する。

庁舎の構造や導入コスト等の課題があり，国が
進める電子自治体の構築の中で検討していく。

実施方法，実施主体等の課題解決に向け，「ま
ちづくり懇談会」の中で協議中。（平成１４年度に
再開予定）

各分野における人材確保の方法や登用方針，公
募などの選任方法等，運用について検討中。
目標比率は，平成１４年度に見直す「ウイザス・
プラン」で設定する。

今後の児童数や待機児童数の状況を見ながら，
幼保の一元化や保育所の民営化等を含め総合
的に検討していく。

情報統括センターの具体化と併せて検討してい
く。
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ＮＯ 項　　目　　名 実施状況等 計画額 実績額 補　　足　　説　　明　　

58 事務事業のアウトソ ーシングの検討 ー ー 平成１４年４月から普通食の民間委託を実施した。
･外部委託について，経済性，効率性，適応性等を
考慮のうえ，適正な定員管理を図りながら，実施に
向けて検討する。前回から継続して課題となってい
る業務及びその他の事務事業においても順次委託
化ができるよう検討する。

59 保育所の民営化の検討 ー ー
・就学前児童をどのように育成していくかの総合的
検討を加える中で，保育所の民営化について検討
する。

60 ＰＦＩの積極的導入 平成１４年度以降も引き続き検討していく。 ー ー
・民間の資金とノウハウを活用するため，PFIの積
極的導入に向けた検討を行う。

主体性を発揮できる行政システム

１　職員の意識高揚と人材の育成

ＮＯ 項　　目　　名 実施状況等 計画額 実績額 補　　足　　説　　明　　

61 「芦屋市人材育成基本方針」の策定 △ 200 0
・能力と実績，自主自立性と意欲，国際性，専門
性，応用性などの観点から，総合的な職員の能力
向上を図るための基本方針を１４年度に策定する。

62 職務権限規定の見直 し ー ー
・迅速な組織運営並びに事務事業の効率化を図る
ため，職務権限の委譲範囲の拡大を検討する。

63 研修等の充実 △ 1,100 △ 183
・職場における人材育成のための職場研修（OJT）
や政策形成能力向上のための政策法務研修など
を充実する。

64 派遣研修の充実 △ 2,000 △ 509
・行政能力向上のため，自治大学校，建設大学
校，海外派遣，企業派遣研修等の派遣研修の充実
を図るとともに，先進都市への視察研修も推進す
る。

病院調理業務の外部委託の実施に向け検討を
行った。

自治大学校１人，日本都市企画会議研修１人，
税務研修１人，総合福祉システム研修1人を派遣
した。

組織のフラット化に対応する見直しを引き続き検
討していく。

待機児童の解消，多様化する保育需要に対応す
るため，既存公共施設を活用した民設民営を検
討中。

平成１４年度策定に向け，調査研究を進めた。

平成１３年度職員研修計画に基づき実施した。
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２　総合行政・政策志向型の組織づくり

ＮＯ 項　　目　　名 実施状況等 計画額 実績額 補　　足　　説　　明　　

65 庁議・管理会議の活性化 平成１４年度以降も引き続き取り組む。 ー ー
・庁議・管理会議のあり方を再検討するとともに活
性化を図る。

66 総務課機能の充実 平成１４年度以降も引き続き取り組む。 ー ー
・総務課機能を充実し，全庁的な調整機能の役割
を明確化する。

67 企画調整会議の設置 平成１４年度以降も引き続き検討していく。 ー ー
・政策課題の把握や調査研究に対する評価を積極
的に行い，市政経営戦略を構築するため企画調整
会議を設置する。

68 事務事業評価システムの構築 △ 7,000 △ 4,330 平成１４年度試行，平成１５年度導入。
・簡素で効率的な行政運営を基本目標に事務事業
評価システムの構築を図る。平成１４年度は１課１
事業の試行評価を行う。

芦屋市行政評価システム調査研究会でモデル６
事業の調査研究を行い，平成１４年度試行に向
けた報告書をまとめた。
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